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令和５年 
 

今金町議会の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                          「写真：プラザ２１」 
 
 今金町議会は、明治３９年（１９０６年）に第１次村会議員選挙（定数１０名 
 任期２年）が行われ、その後初議会が行われる。昭和２２年（１９４７年）に 
 町議会（定数２６名・任期４年）と改称、平成１８年には開設１００年の記念 

の年を迎え、今金町議会２世紀に向けて今金町議会基本条例の下、町民に信頼 
され、存在感のある議会となるよう努めております。 

 

今 金 町 議 会 

 



 - 2 -

今 金 町 民 憲 章 
 
                      ［昭和４２年１０月１日制定］ 

 自然の恵み豊かにして、いよいよ伸びゆくところ、それはわたくし

たちの今金町です。 
わたくしたち町民は、祖先ののこした開拓精神と郷土愛とを受けつ

ぎ、力を合わせ心をひとつにして理想郷の建設を念願し、この憲章を

定めます。 
 
〇 民主主義に徹し生活を合理化して近代的な町にいたしましょう。 
 
〇 健康で勤労にはげむ明るい町にいたしましょう。 
 
〇 技能をみがき産業の開発に努め豊かな町にいたしましょう。 
 
〇 教養を高め楽しく生活できる平和な町にいたしましょう。 
 
 
☆ 町花・町木の制定 ［昭和５２年６月１６日指定］ 

  チューリップ・イチイ  

 開基８０周年、町制施行３０周年を記念して町民アンケートにより決定。 
 
 
☆ 各種指定の状況 

 ［昭和４４年１２月２７日］  山村振興地域の指定 
  ［昭和４６年 ９月２７日］  農業振興地域の指定 
  ［昭和５１年 ４月 ９日］  特別豪雪地帯の指定 
  ［昭和５５年 ４月 １日］  過疎地域の指定 
  ［昭和６１年 ３月３１日］  半島振興の指定 
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総     記 

 

今金町のあゆみ 

  
 ☆ 明治２６年  今村藤次郎、金森石郎移民、１５戸今金に入植。 
 ☆ 明治３０年  瀬棚町より分村、利別村戸長役場設置。 
 ☆ 明治３９年  二級町村制施行。 
 ☆ 昭和  ４年  一級町村制施行。 
 ☆ 昭和２２年  町制施行、利別村を今金町と改称。 
 ☆ 昭和４４年  全国町村会から優良町として表彰される。 
 ☆ 平成  ９年   開基１００周年、町制施行５０周年。 
  ☆  平成２９年  自治制施行１２０年、町制施行７０年 
 

今 金 町 の 概 要 

 
 本町は、渡島半島の北部、檜山振興局管内の最北端に位置し、東は稲穂とルコツ岳を結ぶ尾

根を境として長万部町に、西はせたな町に南は山地を境に八雲町とそれぞれ接しています。 
 また、北は長万部岳に連なる山地の尾根を境に島牧村と境界しています。 
 総面積は５６８．１４平方キロメートルで、東西２７．５キロメートル、南北３５．３キロ

メートルで、その７８％は林地で占められています。 
 地勢は、おおむね平坦な利別平野と単調な丘陵地帯及びこれらに連なる山林・山岳からなっ

ています。 
 町の中央を延長８０キロメートル余りにわたり東西に貫流する一級河川後志利別川の源は、

北東部大平山山系南方より発し、せたな町（旧北檜山町）を経て日本海にそそいでおり、この

流域は利別平野と称して農業適地を形成しています。 
 しかしながら耕地は全面積のわずか９．９％程度に過ぎず、林野の占める割合が極めて高く

なっています。 
 明治３０年瀬棚町から分村し、利別村となりました。昭和２２年１０月１日、町制施行を機

会に、開拓の先駆者であった今村藤次郎、金森石郎の二人の姓の冠字をとり、「今金町」と改称

しました。開墾に勤しんだ先駆者たちの汗と涙、そしてその勇気と英知が受け継がれ、農業を

基幹産業とする今日の今金町が築き上げられ、平成２９年自治制施行１２０年を迎えました。 

 
 
 
 



 - 4 -

１．概 要 

（１）人口及び世帯数 

区 分 

年 次 

人     口 
世 帯 数 

1 世 帯 

当たり人口 男 女 計 

昭和 55 年国調 4,552 4,689 9,241 2,824 3.27 

昭和 60 年国調 4,086 4,345 8,431 2,615 3.22 

平成 2 年国調 3,718 3,992 7,710 2,489 3.09 

平成 7 年国調 3,459 3,755 7,214 2,505 2.88 

平成 12 年国調 3,335 3,571 6,906 2,570 2.69 

平成 17 年国調 3,114 3,364 6,468 2,470 2.62 

平成 22 年国調 2,951 3,235 6,186 2,388 2.59 

平成 27 年国調 2,680 2,951 5,631 2,280 2.47 

令和２年国調 2,446 2,626 5,072 2,192 2.31 

（２）就 業 人 口 

       （平成 22 年国勢調査）（平成 27 年国勢調査）（令和２年国勢調査） 

  第 1 次産業     ８８０人          ８２０人      ７０４人 

  第 2 次産業     ４４１人      ３８６人      ３４１人 

  第 3 次産業   １，６２２人    １，５９２人    １，４６４人 

 

２．議員名簿及び所属委員会 

（議員任期：令和５年 5 月 1 日～令和９年 4 月 30 日）  （令和５年５月１０日現在）                   

議席 

番号 
氏   名 年齢 回数 

議会運営 

委 員 会 

総 務 産 業 

常任委員会 

広 報 発 行 

特別委員会 
備 考 

1 苅屋 泰裕 41 1  △   

2 岸  雅子 63 1  △ ○  

3 矢内 義則 70 1  △ △  

4 上村  忠 51 2 ○ △ ◎  

5 内ヶ島祐一 70 2  △   

6 岸  徹也 53 3 △ ○   

7 村上 忠弘 68 4 △ ◎ △  

8 川上 絹子 73 5  △   

9 向井 孝一 74 5 ◎ △ △  

10 村瀬  廣 71 7 △ △   

11 日置 紳一 70 4 参与 △  副議長 

12 芳賀 芳夫 75 4 参与   議 長 

                     ◎委 員 長  ○副委員長  △委  員 
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３．議員数と党派内訳 

                            （令和５年５月１０日現在） 

 
条例 

定数 
現員 欠員 

党派別 

公明党 無所属   

 12 人 12 人 0 人 １人 11 人   

「議員定数に係る変遷」 
   昭和 22 年～昭和 30 年 「26 名」  昭和 30 年～昭和 58 年 「20 名」 

   昭和 58 年～平成 11 年 「18 名」  平成 11 年～平成 19 年 「16 名」 

   平成 19 年～      「12 名」 

 

４．議員の年齢別人数 

                            （令和５年５月１０日現在） 

40 代 50 代 60 代 70 代 最年長 最年少 平均年齢 

１人 ２人 ２人 ７人 ７５歳 ４１歳 ６５歳 

 

５．監査委員・組合議会議員 

（１）監査委員   （識 見） 上 田 保 夫   （議 選） 川 上 絹 子 
（２）檜山広域行政組合議会議員         上 村   忠  矢 内 義 則 
（３）北部桧山衞生センタ－組合議会議員    岸   徹 也  内 ヶ 島 祐 一 
                             苅 屋 泰 裕 
６．議会運営「今金町議会基本条例（別添参照）を遵守した議会運営が基本」 
（１）基    本  今金町議会基本条例で「議会をまちづくりの討論の場」と位置づけ、 
           情報公開と町民参加を原則とした議会運営を目指す。 
（２）会 議 規 則  標準会議規則を採用。 
（３）議 案 の 配 付  議案番号は会期ごととし、開会前に事前配付している。 
           常任委員会の資料についても、事前配布している。 
（４）一 般 質 問  一問一答方式を採用し、一問につき３０分以内とする。 
           関連質問は許可しない。事前通告の実施。 
（５）質    疑  一問一答方式を採用し、一問につき３回までとする。 
（６）会 議 録  ＩＣレコ－ダーによる全文筆記。 
           ホームページで公開している。 
（７）議 会 中 継  平成１９年第２回定例会から議会を役場庁舎１階ロビーに放送してい 
           る。併せて、録画ビデオ（ＤＶＤ）を町民に貸出を実施している。 
           令和元年第３回定例会からインターネット中継を開始。 
（８）議会開催案内  町民に「議会開催のお知らせ」を実施。ホームページでの周知や、 
           定例会においては新聞折込みと防災行政無線を活用して各家庭へ周知

している。 
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７．議会の審議状況 

（１）議会の状況             「各年 1 月 1 日～12 月 31 日（実日数）」 

 
定 例 会 臨 時 会 委 員 会 

備     考 
回 数 日 数 回 数 日 数 区 分 日 数 

平 成 

30 年 
4 6 3 3 

常 任 
合 同 
特 別 

11 
2 
9 

全員協議会 7 

今金中学校改築に係る調査特別委員会 

令 和 
元年 

4 6 4 4 
常 任 
特 別 

9 
5 

全員協議会 1 

金原・上鈴金テレビ共同受信施設調査特別委員会 

令 和 
２年 

4 6 7 7 
常 任 
特 別 

6 
4 

全員協議会 9 

議会改革活性化推進特別委員会 

令 和 
３年 

４ ６ ５ ５ 
常 任 
特 別 

９ 
９ 

議会改革活性化推進特別委員会 

学校給食センター改築に係る調査特別委員会  

令 和 
４年 

４ ６ ５ ５ 
常 任 
特 別 

７ 
３ 

学校給食センター改築に係る調査特別委員会  

 
（２）議案審議状況 
区  分 条例 予算 決算 その他 専決処分 意見・決議 請願・陳情 計 

平成 30 年 28 48 8 20 10 3 2 119 
令 和 元 年 30 40 8 34 10 2 0 124 
令 和 2 年 29 43 8 35 10 5 0 130 
令 和 3 年 19 40 8 10 9 6 2 94 
令 和 4 年 21 44 8 17 12 ３ １ 106 
 

８．委員会 

（１）常任委員会・特別委員会                     任期は４年 

名   称 定 数 所            管 

総務産業常任委員会 12 
町政全般に関する事務の調査、請願、陳情等の審査に関す

る事項 

広報発行特別委員会 5 議会だより発行、議会ホームページに関すること。 

（※議会改革により R1.5 から 3 常任委員会を一常任委員会並びに特別委員会とした。） 
（２）議会運営委員会   平 3 年 5 月 7 日設置（定数 5 人：任期 4 年） 
    ・議会の運営に関する事項（定例会及び臨時会） 
    ・議会の会議規則、委員会条例等に関する事項 
    ・議長の諮問に関する事項 
    ・その他必要な事項 
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９．意見書・決議の審議状況 

                    （令和４年 1 月 1 日～令和４年 12 月 31 日） 

件                 名 
議 決 年 月

日 
結 果 

① 令和４年度の米政策に関する意見書 R4.1.19 原案可決 
② 燃油等の価格高騰対策に関する意見書 R4.1.19 原案可決 
③ 森林・林業・木材産業によるグリーン成長に向けた施策の充実・

強化を求める意見書 
R4.6.16 原案可決 

④ 国土強靭化に資する道路の整備等に関する意見書 R4 . 9.6 原案可決 

 
10．視察調査 

（１）道外調査・道内調査 
    必要に応じて所管事務調査の一環として実施する。町職員研修と同様に特別旅費とし

て、常任委員会の中で目的、場所、内容等を協議し当初又は補正予算に計上する。 
（改選期は除く）  
（費用は、道外１人 130,000 円程度、道内１人 30,000 円程度) 

（２）海外研修  平成１６年度から休止 
 
11．報 酬 

（１）議員報酬                （報酬 平成１７年４月１日改正） 
                        （手当 令和５年４月１日改正） 

議  長 副 議 長 委 員 長 議  員 期末手当 

月額   （円） 

239,000 
月額   （円） 

200,000 
月額   （円） 

182,500 
月額   （円） 

170,000 
6 月 220/100 

12 月 220/100 

（２）特別職給料               （報酬 平成１７年４月１日改正） 
                         （手当 令和５年 ４月１日改正） 

町 長 副 町 長 教 育 長  期末手当 

月額   （円） 

740,000 
月額   （円） 

621,000 
月額   （円） 

577,000 
 

 

6 月 220/100 

12 月 220/100 

 

12．費用弁償 

                        （平成 28 年 4 月 1 日改正） 
区 分 車馬賃 

１㎞ 

につき 

日  当（１日） 宿  泊（１夜） 

航空賃 
 町  内 町 外 道 外 町 内 

町 外 

(町村） 

町 外 

（市） 
道 外 

議員年額 

報酬委員 
円 

  0 

円 

  0 

円 

2,200 

円 

2,600 

円 

6,250 

円 

9,800 

円 

10,900 

円 

13,100 

円 

実費 
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13．歴代議長・副議長 

議  長 就  任 退  任 副 議 長 就  任 退  任 

浅 田 武三郎 21.10.19 22. 4.30 女 屋 儀 八 21.10.19 22. 4.30 

曽我井 定 一 22. 5.23 26. 4.30 村 上 美三雄 22. 5.23 26. 4.30 

〃 26. 5. 4 30. 4.30 井 村 金 蔵 26. 5. 4 30. 4.30 

〃 30. 5. 9 34. 4.30 〃 30. 5. 9 30. 9.30 

〃 34. 5. 7 38. 4.30 加 藤 五 郎 30.10. 1 34. 4.30 

河 端   豊 38. 5.17 42. 4.30 長谷川 敬 一 34. 5. 7 38. 4.30 

曽我井 定 一 42. 5.11 46. 4.30 今 野   傳 38. 5.17 42. 4.30 

今 野   傳 46. 5.10 50. 4.30 伊 藤 綱 義 42. 5.11 46. 4.30 

〃 50. 5. 6 54. 4.30 大 越 藤 夫 46. 5.10 50. 4.30 

〃 54. 5. 7 58. 4.30 〃 50. 5. 6 54. 4.30 

〃 58. 5. 6 62. 4.30 松 浦 武 雄 54. 5. 7 56. 7.12 

〃 62. 5. 7 1.12.20 高 島 千 三 56. 7.20 58. 4.30 

狭 間 勝 昭 1.12.20 3. 4.30 渡 辺 二 郎 58. 5. 6 62. 4.30 

中 野 三 郎 3. 5. 7 7. 4.30 〃 62. 5. 7 3. 4.30 

〃 7. 5 .8 11. 4.30 〃 3. 5. 7 7. 4.30 

〃 11. 5. 6 15. 2.20 〃 7. 5. 8 7.11. 2 

荒 井 正 信 15. 2.20 15. 4.30 狭 間 勝 昭 7.11. 3 11. 4.30 

中 野 三 郎 15. 5. 9 19. 4.30 白 岩 利 勝 11. 5. 6 15. 4.30 

山 本   豊 19. 5. 9 23. 4.30 上 野 雄 三 15. 5. 9 19. 4.30 

徳 田 栄 邦 23. 5. 9 27. 4.30 村 瀬   廣 19. 5. 9 23. 4.30 

村 瀬   廣 27. 5. 8 31. 4.30 〃 23. 5. 9 27. 4.30 

〃 1. 5.10 5. 4.30 上 村 義 雄 27. 5. 8 31. 4.30 

芳 賀 芳 夫 5. 5.10  芳 賀 芳 夫 1．5.10 5. 4.30 

   日 置 紳 一 ５. 5.10  

 

 

14．議会事務局 （併任：監査委員書記長・書記） 
    条例定数「正職員３」、現在配置数「正職員２」＋会計年度任用職員 
    局長    主事    会計年度任用職員 
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15．令和５年度 各種会計当初予算 

○一般会計歳入歳出予算                    （単位：千円） 

歳     入 歳      出 

科    目 金  額 割合 科    目 金  額 割合 

1 町 税 542,807 8.8 1 議 会 費 66,681 1.1 

2 地 方 譲 与 税 117,423 1.9 2 総 務 費 831,964 13.4 

3 利 子 割 交 付 金 173 0.0 3 民 生 費 1,214,875 19.6 

4 配 当 割 交 付 金 3,157 0.1 4 衛 生 費 860,482 13.9 

5 
株式等譲渡所得割

交 付 金 
2,195 0.0 5 労 働 費 373 0.0 

6 法人事業税交付金 8,109 0.1 6 農 林 水 産 業 費 476,332 7.7 

7 地方消費税交付金 143,145 2.3 7 商 工 費 91,030 1.4 

8 環境性能割交付金 5,803 0.1 8 土 木 費 813,890 13.1 

9 地方特例交付金  1,351 0.0 9 消 防 費 210,383 3.4 

10 地 方 交 付 税 3,082,000 49.7 10 教 育 費 910,958 14.7 

11 
交通安全対策特別

交 付 金 
582 0.0 11 公 債 費 718,868 11.6 

12 分担金及び負担金 95,698 1.5 12 予 備 費 3,000 0.0 

13 使用料及び手数料 96,033 1.6     

14 国 庫 支 出 金 689,676 11.1     

15 道 支 出 金 383,296 6.2     

16 財 産 収 入 34,941 0.6     

17 寄 付 金 23,501 0.4     

18 繰 入 金 76,216 1.2     

19 繰 越 金 1,000 0.0     

19 諸 収 入 337,838 5.5     

20 町 債 553,892 8.9     

 合    計 6,198,836 100.0   6,198,836 100.0 
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○特別会計歳入歳出予算                    （単位：千円） 
会 計 区 分 歳入歳出予算額 

今金町国民健康保険特別会計事業勘定 841,498 

今金町後期高齢者医療特別会計 99,245 

今金町介護保険特別会計 
（保険事業勘定） 
（サービス事業勘定） 

882,818 
(855,360) 

(27,458) 
今金町簡易水道事業特別会計 132,325 

今金町公共下水道事業特別会計 266,065 

合     計 2,221,951 

 
会 計 区 分 収益的収入及び支出 資本的収入及び支出 

今金町介護老人保健施設特別会計 436,628 436,628 33,886 33,886 

今金町国民健康保険特別会計施設勘定 852,061 852,061 22,573 22,573 

合     計 1,288,689 1,288,689 56,459 56,459 

 
16 令和５年度 議会費当初予算 

                               （単位：千円） 

節 金   額 説           明 

報 酬 35,490 議員 12 名分（期末手当含む） 

給 料 9,311 職員 3 名分 

職 員 手 当 6,038 職員 2 名分 

共 済 費 10,773 議員共済費(7,892)・職員共済費(2,881) 

旅 費 951 費用弁償(661)・普通旅費(290)  

交 際 費 150  

需 用 費 1,146 消耗品費(280)・印刷製本費(766)・食糧費(100) 

役 務 費 45 手数料 

委 託 料 786 会議録作成業務 

使 用 料 及 び 賃 借 料 76 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ使用料 

備 品 購 入 費 20 議会用図書 

負担金補助及び交付金 1,895 各種負担金（455）・今金町議会政務活動費負担金（1,440） 

合      計 66,681  
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17．各会計収支決算の状況 

会 計 名 
区

分 
４年度（円） ３年度（円） 備         考 

一 般 会 計 

歳入 

 

歳出 

8,128,242,546 

 

7,910,287,330 

6,998,166,096 

 

6,957,6821,628 

（令和４年度末） 

■財政調整基金    163,205 千円 

■減債基金      346,292 千円 

■特定目的基金   2,081,591 千円 

■奨学金基金      75,596 千円 

■備荒資金組合   1,340,347 千円 

□基金総合計     4,007,031 千円 

□地方債残高     7,160,464 千円 

国 保 特 別 

事 業 勘 定 

歳入 

 

歳出 

801,738,141 

 

799,882,623 

846,056,387 

 

844,217,030 

■世帯数         731 世帯 

■被保険者数      1,275 人 

□滞納繰越額      11,880 千円 

□基金残高       16,125 千円 

後期高齢者 

特 別 会 計 

歳入 

歳出 

94,982,892 

94,862,726 

94,784,195 

94,580,028 

 

■被保険者数      1,160 人 

□滞納繰越額         122 千円 

 

 

 

 

 

 

介 護 保 険 

特 別 会 計 

 

歳入 

歳出 

 

 

歳入 

歳出 

 

 

歳入 

歳出 

（保険事業） 

752,688,008 

752,408,530 

 

（サービス事業） 

26,500,258 

26,439,625 

 

（合 算） 

779,188,266 

778,848,155 

（保険事業） 

788,807,485 

788,619,139 

 

（サービス事業） 

20,433,571 

20,421,696 

 

（合 算） 

809,241,056 

809,040,835 

■高齢者数       1,997 人 

■高齢化率       42.36％ 

■認定者数 

要支援１ （41 人）要支援２（42 人） 

要介護１（100 人）要介護２（47 人） 

要介護３ （49 人）要介護４（50 人） 

要介護５ （42 人） 

計   （371 人）   

1 号比率 366/1,977 （18.33％） 

 

■居宅介護サービス受給者数（1,449 人） 

■地域密着型サービス受給者数 （781 人） 

■施設介護サービス受給者（1,669 人） 

■介護保険料月額基準額  6,000 円 

 

□滞納繰越額       3,084 千円 

□基金残高       46,453 千円 
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会 計 名 
区

分 
４年度（円） ３年度（円） 備         考 

介護老健施

設特別会計 

 

収入 

支出 

 

収入 

支出 

（収益的） 

437,249,881 

428,868,591 

（資本的） 

  47,599,000 

65,525,516

（損益勘定留   

保資金対応） 

（収益的） 

415,131,025 

414,783,319 

（資本的） 

  36,183,000 

51,235,052

（損益勘定留

保資金対応） 

開設許可：平成 9 年 2 月 27 日 

（令和４年度末） 

■介護老人保健施設  入所定員 80 人 

日平均 74.0 人 

■通所リハビリ     日平均  7.0 人 

 

□地方債残高     106,974 千円 

□滞納繰越額         299 千円 

国 保 特 別 

施 設 勘 定 

 

収入 

支出 

 

収入 

支出 

（収益的） 

817,012,923 

816,097,555 

（資本的） 

28,423,000 

56,385,144 

 

（収益的） 

785,909,868 

784,467,467 

（資本的） 

108,046,500 

 122,689,085 

 

■病床数 （一般 33 床） 

■基本料：急性期一般入院料 4 

■診療科：内科、外科、小児科、リハ

ビリテーション科、整形外

科、婦人科、精神科、眼科 

 

□滞納繰越額        3,026 千円 

□地方債残高        43,844 千円 

簡 易 水 道 

特 別 会 計 

歳入 

歳出 

143,905,993 

143,623,083 

139,360,305 

134,747,394 

簡易水道（7 地区）・肥培用水（2 地区） 

■普及率         91.7％ 

□滞納繰越額          683 千円 

□基金残高      111,690 千円 

□地方債残高      69,888 千円 

公共下水道 

特 別 会 計 

歳入 

 

歳出 

193,149,281 

 

169,268,886 

240,370,105 

 

240,269,478 

共用開始：平成 15 年 10 月 1 日 

■接続件数        1,532 件 

■加入率           91.1％ 

■水洗化人口       2,964 人 

■水洗化率          94.3％ 

□滞納繰越額          248 千円 

□地方債残高       720,451 千円 

○各種基金の現在高                        （単位：千円） 

基  金  名 4 年度末 ３年度末 増 減 額 

財政調整・減債・特定目的 2,591,088 2,753,577  △162,489 
定 額 運 用 75,596 67,096 8,500       

特 別 会 計 174,109 167,188 6,921 
備荒資金組合積立 1,340,347 1,333,807 6,540 

合   計 4,181,140 4,321,668 △140,528 
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○地方債の現在高                         （単位：千円） 

区     分 ４年度末 ３年度末 増 減 額 

一 般 会 計 7,160,464  6,431,169 729,295 
国保施設特別会計 43,844 48,821 △4,977 
介護老人保健施設特別会計 106,974 135,170 △28,196 
簡易水道事業特別会計 69,888 71,840 △1,952 
公共下水道事業特別会計 720,451 781,093 △60,642 

合   計 8,101,621 7,468,093 △633,528 

 

○令和４年度財政健全化判断比率 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ － 7.6 ％ － 

 


